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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　超音波オーディオシステムにおける歪を低減するための方法であって、
　第１のオーディオ信号を受信することであって、前記受信される第１のオーディオ信号
は、前記超音波オーディオシステムを用いて再生されるべきオーディオコンテンツを表す
ことを特徴としている、前記第１のオーディオ信号を受信することと、
　前記超音波オーディオシステムの第１のエラー関数を計算することであって、前記第１
のエラー関数は、Ｈ（ｘ１）２＋ｘ１

２であり、ここで、ｘ１は、前記受信される第１の
オーディオ信号であり、かつＨ（ｘ１）は、前記受信される第１のオーディオ信号のヒル
ベルト変換であることを特徴としている、前記超音波オーディオシステムの前記第１のエ
ラー関数を計算することと、
　前記第１のエラー関数の加法的逆元と前記受信される第１のオーディオ信号とを結合す
ることにより、前記受信される第１のオーディオ信号を第１の予め調整されたオーディオ
信号に変換することと、を含む方法。
【請求項２】
　エミッタ応答またはフィルタ応答用に調整するために、前記結合するステップの前に、
位相シフトまたは振幅調整、またはこれらの双方を周波数の関数として前記第１のエラー
関数または前記第１のエラー関数の前記加法的逆元に適用することをさらに含む、請求項
１に記載の方法。
【請求項３】
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　超音波オーディオシステムにおける歪を低減するための方法であって、
　第１のオーディオ信号を受信することであって、前記受信される第１のオーディオ信号
は、前記超音波オーディオシステムを用いて再生されるべきオーディオコンテンツを表す
ことを特徴としている、前記第１のオーディオ信号を受信することと、
　前記超音波オーディオシステムの第１のエラー関数を計算することであって、前記第１
のエラー関数は、Ｈ（ｘ１）２－ｘ１

２であり、ここで、ｘ１は、前記受信される第１の
オーディオ信号であり、かつＨ（ｘ１）は、前記受信される第１のオーディオ信号のヒル
ベルト変換であることを特徴としている、前記超音波オーディオシステムの前記第１のエ
ラー関数を計算することと、
　前記第１のエラー関数と前記受信される第１のオーディオ信号とを結合することにより
、前記受信される第１のオーディオ信号を第１の予め調整されたオーディオ信号に変換す
ることと、を含む方法。
【請求項４】
　エミッタ応答またはフィルタ応答用に調整するために、前記結合するステップの前に、
位相シフトまたは振幅調整、またはこれらの双方を周波数の関数として前記第１のエラー
関数に適用することをさらに含む、請求項３に記載の方法。
【請求項５】
　位相シフトまたは振幅調整、またはこれらの双方を周波数の関数として前記受信される
第１のオーディオ信号に適用することをさらに含む、請求項２に記載の方法。
【請求項６】
　位相シフトまたは振幅調整、またはこれらの双方を、周波数の関数として前記受信され
る第１のオーディオ信号に適用することをさらに含む、請求項４に記載の方法。
【請求項７】
　前記第１の予め調整されたオーディオ信号を受信することと、
　位相シフトまたは振幅調整、またはこれらの双方を周波数の関数として前記第１の予め
調整されたオーディオ信号に適用して、調整された予め調整されたオーディオ信号を生成
することと、
　前記超音波オーディオシステムの第２のエラー関数を計算することであって、前記第２
のエラー関数は、Ｈ（ｘ２）２－ｘ２

２であり、ここで、ｘ２は、前記調整された予め調
整されたオーディオ信号であり、かつＨ（ｘ２）は、前記調整された予め調整されたオー
ディオ信号のヒルベルト変換であることを特徴としている、前記超音波オーディオシステ
ムの前記第２のエラー関数を計算することと、
　位相シフトまたは振幅調整、またはこれらの双方を周波数の関数として前記第２のエラ
ー関数に適用して、第３のエラー関数を生成することと、
前記第３のエラー関数と前記調整された予め調整されたオーディオ信号とを結合すること
により、前記第１の予め調整されたオーディオ信号を第２の予め調整されたオーディオ信
号に変換することと、をさらに含む、請求項５に記載の方法。
【請求項８】
　追加的なエラー訂正サイクルをさらに含み、前記追加的なエラー訂正サイクルは、
　前記追加的なエラー訂正サイクルのための前記第１の予め調整されたオーディオ信号お
よび前記第１のエラー関数を受信することと、
　前記超音波オーディオシステムの第２のエラー関数を計算することであって、前記第２
のエラー関数は、Ｈ（ｘ２）２＋ｘ２

２であり、ここで、ｘ２は、前記第１の予め調整さ
れたオーディオ信号であり、かつＨ（ｘ２）は、前記第１の予め調整されたオーディオ信
号のヒルベルト変換であることを特徴としている、前記超音波オーディオシステムの前記
第２のエラー関数を計算することと、
　第２のエラー関数の前記加法的逆元と前記受信された第１のオーディオ信号とを結合す
ることにより、前記第１の予め調整されたオーディオ信号を第２の予め調整されたオーデ
ィオ信号に変換することと、を含む、請求項２に記載の方法。
【請求項９】
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　前記結合するステップの前に、位相シフトまたは振幅調整、またはこれらの双方を周波
数の関数として前記第２のエラー関数または前記第２のエラー関数の前記加法的逆元に適
用することにより、エミッタ応答またはフィルタ応答用に調整することをさらに含む、請
求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　追加的なエラー訂正サイクルをさらに含み、前記追加的なエラー訂正サイクルは、
　前記追加的なエラー訂正サイクルのための前記第１の予め調整されたオーディオ信号お
よび前記第１のエラー関数を受信することと、
　前記超音波オーディオシステムの第２のエラー関数を計算することであって、前記第２
のエラー関数は、Ｈ（ｘ２）２－ｘ２

２であり、ここで、ｘ２は、前記第１の予め調整さ
れたオーディオ信号であり、かつＨ（ｘ２）は、前記第１の予め調整されたオーディオ信
号のヒルベルト変換であることを特徴としている、前記超音波オーディオシステムの前記
第２のエラー関数を計算することと、
　前記第２のエラー関数と前記受信された第１のオーディオ信号とを結合することにより
、前記第１の予め調整されたオーディオ信号を第２の予め調整されたオーディオ信号に変
換することと、を含む、請求項４に記載の方法。
【請求項１１】
　追加的なエラー訂正サイクルをさらに含み、前記追加的なエラー訂正サイクルは、
　変調に先行して、前記追加的なエラー訂正サイクルのための前記第１の予め調整された
オーディオ信号および前記第１のエラー関数を受信することと、
　前記超音波オーディオシステムの第２のエラー関数を計算することであって、前記第２
のエラー関数は、Ｈ（ｘ２）２－ｘ２

２であり、ここで、ｘ２は、前記第１の予め調整さ
れたオーディオ信号であり、かつＨ（ｘ２）は、前記第１の予め調整されたオーディオ信
号のヒルベルト変換であることを特徴としている、前記超音波オーディオシステムの前記
第２のエラー関数を計算することと、
　前記第１のエラー関数の前記加法的逆元と前記第２のエラー関数とを結合して、第３の
エラー関数を生成することと、
　第３のエラー関数の前記加法的逆元と前記第１の予め調整されたオーディオ信号とを結
合することにより、前記第１の予め調整されたオーディオ信号を第２の予め調整されたオ
ーディオ信号に変換することと、を含む、請求項４に記載の方法。
【請求項１２】
　追加的なエラー訂正サイクルをさらに含み、前記追加的なエラー訂正サイクルは、
　前記追加的なエラー訂正サイクルのための前記第１の予め調整されたオーディオ信号お
よび前記第１のエラー関数を受信することと、
　位相シフトまたは振幅調整、またはこれらの双方を周波数の関数として前記予め調整さ
れたオーディオ信号に適用して、調整された予め調整されたオーディオ信号を生成するこ
とと、
　前記超音波オーディオシステムの第２のエラー関数を計算することであって、前記第２
のエラー関数は、Ｈ（ｘ２）２＋ｘ２

２であり、ここで、ｘ２は、前記調整された予め調
整されたオーディオ信号であり、かつＨ（ｘ２）は、前記調整された予め調整されたオー
ディオ信号のヒルベルト変換であることを特徴としている、前記超音波オーディオシステ
ムの前記第２のエラー関数を計算することと、
　位相シフトまたは振幅調整、またはこれらの双方を周波数の関数として前記第２のエラ
ー関数に適用して、第３のエラー関数を生成することと、
　前記第３のエラー関数の前記加法的逆元と前記受信された第１のオーディオ信号とを結
合することにより、前記第１の予め調整されたオーディオ信号を第２の予め調整されたオ
ーディオ信号に変換することと、を含む、請求項５に記載の方法。
【請求項１３】
　追加的なエラー訂正サイクルをさらに含み、前記追加的なエラー訂正サイクルは、
　前記追加的なエラー訂正サイクルのための前記第１の予め調整されたオーディオ信号お
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よび前記第１のエラー関数を受信することと、
　位相シフトまたは振幅調整、またはこれらの双方を周波数の関数として前記予め調整さ
れたオーディオ信号に適用して、調整された予め調整されたオーディオ信号を生成するこ
とと、
　前記超音波オーディオシステムの第２のエラー関数を計算することであって、前記第２
のエラー関数は、Ｈ（ｘ２）２＋ｘ２

２であり、ここで、ｘ２は、調整された予め調整さ
れたオーディオ信号であり、かつＨ（ｘ２）は、前記調整された予め調整されたオーディ
オ信号のヒルベルト変換であることを特徴としている、前記超音波オーディオシステムの
前記第２のエラー関数を計算することと、
　前記第１のエラー関数の前記加法的逆元と前記第２のエラー関数とを結合して第３のエ
ラー関数を生成することと、
　位相シフトまたは振幅調整、またはこれらの双方を周波数の関数として前記第３のエラ
ー関数に適用して、第４のエラー関数を生成することと、
　前記第４のエラー関数の前記加法的逆元を計算することと、
　前記第４のエラー関数の前記加法的逆元と前記第１の予め調整されたオーディオ信号と
を結合することにより、前記第１の予め調整されたオーディオ信号を第２の予め調整され
たオーディオ信号に変換することと、を含む、請求項５に記載の方法。
【請求項１４】
　前記第２の予め調整されたオーディオ信号を受信することと、
　位相シフトまたは振幅調整、またはこれらの双方を周波数の関数として前記第２の予め
調整されたオーディオ信号に適用して、調整された第２の予め調整されたオーディオ信号
を生成することと、
　前記超音波オーディオシステムの第４のエラー関数を計算することであって、前記第４
のエラー関数は、Ｈ（ｘ３）２－ｘ３

２であり、ここで、ｘ３は、前記調整された第２の
予め調整されたオーディオ信号であり、かつＨ（ｘ３）は、前記調整された第２の予め調
整されたオーディオ信号のヒルベルト変換であることを特徴としている、前記超音波オー
ディオシステムの前記第４のエラー関数を計算することと、
　位相シフトまたは振幅調整、またはこれらの双方を周波数の関数として前記第４のエラ
ー関数に適用して、第５のエラー関数を生成することと、
　前記第５のエラー関数と前記第２の予め調整されたオーディオ信号とを結合することに
より、前記第２の予め調整されたオーディオ信号を第３の予め調整されたオーディオ信号
に変換することと、をさらに含む、請求項１２に記載の方法。
【請求項１５】
　前記第１の予め調整されたオーディオ信号を受信することと、
　前記超音波オーディオシステムの第２のエラー関数を計算することであって、前記第２
のエラー関数は、Ｈ（ｘ２）２－ｘ２

２であり、ここで、ｘ２は、前記受信された予め調
整されたオーディオ信号であり、かつＨ（ｘ２）は、前記予め調整されたオーディオ信号
のヒルベルト変換であることを特徴としている、前記超音波オーディオシステムの前記第
２のエラー関数を計算することと、
　前記第２のエラー関数と前記第１の予め調整されたオーディオ信号とを結合することに
より、前記第１の予め調整されたオーディオ信号を第２の予め調整されたオーディオ信号
に変換することと、をさらに含む、請求項１に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　開示する技術は、概して、超音波オーディオシステムに関し、より具体的には、幾つか
の実施形態は、超音波によるオーディオシステムのエラーを訂正するシステムおよび方法
に関する。
【背景技術】
【０００２】
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　非線形変換は、十分な強度の音声変調超音波信号を気柱へ導入することによって生じる
。気柱に沿って自己復調またはダウンコンバージョン（ｄｏｗｎ－ｃｏｎｖｅｒｓｉｏｎ
）が起こり、結果として可聴音響信号が生成される。このプロセスは、周波数の異なる２
つの音波が同じ媒体内で同時に放射されると、２つの音波の非線形（パラメトリック）相
互作用によって２つの周波数の和および差を含む変調波形が生成される、という既知の物
理的原理によって生じる。元の２つの音波が超音波であり、それらの差が可聴周波数に選
択される場合、パラメトリック相互作用によって可聴音を生成することができる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　パラメトリックオーディオ再生システムは、空気等の媒体内で生じる非線形プロセスに
おいて、２つの音響信号のヘテロダインにより音を生成する。音響信号は、典型的には、
超音波周波数範囲内にある。媒体が非線形性である結果、媒体により生成される音響信号
は、音響信号の和および差となる。したがって、周波数が別々である２つの超音波信号は
、２０Ｈｚから２０，０００Ｈｚまでの人の聴覚範囲内の差音（ｄｉｆｆｅｒｅｎｃｅｔ
ｏｎｅ、差トーン）を生じさせる可能性がある。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　実施形態の概要
　ある実施形態によれば、開示する技術は、超音波オーディオシステムにおけるエラーを
訂正するためのシステムおよび方法を含む。幾つかの実施形態において、超音波オーディ
オシステムにおける歪を除去または低減するための方法は、第１のオーディオ信号（音声
信号）を受信することであって、前記第１のオーディオ信号は、超音波オーディオシステ
ムを用いて再生されるべきオーディオコンテンツを表す、受信することと、超音波オーデ
ィオシステムの第１のエラー関数を計算することであって、前記第１のエラー関数は、超
音波オーディオシステムによるオーディオコンテンツの再生により導入される歪の推定値
を含む、計算することと、第１のエラー関数と第１のオーディオ信号とを結合することに
よって第１のオーディオ信号を第１の予め調整されたオーディオ信号に変換することと、
変換されたオーディオ信号を超音波キャリア上に変調することとを含む。
【０００５】
　この実施形態および他の実施形態において、エラーを訂正するためのシステムにより受
信される第１のオーディオ信号は、超音波オーディオシステムによって再生されるために
配信されるオーディオコンテンツの電子表現であってもよい。これは、未処理である元々
のオーディオコンテンツであっても、１つまたは複数の様々な技術により処理されている
、予め処理されたオーディオコンテンツであってもよい。この前処理は、例えば、圧縮、
等化（ｅｑｕａｌｉｚａｔｉｏｎ、音質補正）、フィルタリング、および様々なエラー訂
正技術を用いるエラー訂正処理を含んでもよい。したがって、エラー訂正技術は直接適用
されても、同一の、類似する、または他のエラー訂正技術によって再帰的に（前後を問わ
ない）適用されてもよい。
【０００６】
　様々な実施形態において、第１のエラー関数は、Ｈ（ｘ）２＋ｘ２であってもよく、こ
こで、ｘは受信される第１のオーディオ信号、Ｈ（ｘ）はヒルベルト変換（Ｈｉｌｂｅｒ
ｔ　ｔｒａｎｓｆｏｒｍ）であり、かつこのエラー関数の逆数は、結合される。様々な実
施形態において、Ｈ（ｘ）２＋ｘ２の逆数は、Ｈ（ｘ）２＋ｘ２の加法的逆元（ａｄｄｉ
ｔｉｖｅ　ｉｎｖｅｒｓｅ）であり、第１のエラー関数の逆数を第１のオーディオ信号と
結合させることは、第１のエラー関数を第１のオーディオ信号に加算することを含んでも
よい。他の実施形態において、第１のエラー関数は、Ｈ（ｘ）２－ｘ２を含んでもよく、
ここで、ｘは、受信される第１のオーディオ信号であり、Ｈ（ｘ）は、ヒルベルト変換で
ある。
【０００７】
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　様々な実施形態において、このオペレーションは、エミッタ応答またはフィルタ応答用
に調整するために、前記結合するステップの前に、位相シフト（ｐｈａｓｅ　ｓｈｉｆｔ
）または振幅調整（ａｍｐｌｉｔｕｄｅ　ａｄｊｕｓｔｍｅｎｔ）、またはこれらの双方
を周波数の関数として第１のエラー関数に適用することをさらに含んでもよい。
【０００８】
　様々な実施形態において、１、このオペレーションは、さらに、第１の予め調整された
オーディオ信号（ｐｒｅ－ｃｏｎｄｉｔｉｏｎｅｄ　ａｕｄｉｏ　ｓｉｇｎａｌ）を受信
することと、超音波オーディオシステムの第２のエラー関数を計算することであって、前
記第２のエラー関数は、超音波オーディオシステムによるオーディオコンテンツ（ａｕｄ
ｉｏ　ｃｏｎｔｅｎｔ）の再生によって導入される歪の第２の推定値を含む計算すること
と、第２のエラー関数を予め調整されたオーディオ信号に結合することによって、予め調
整されたオーディオ信号を第２の予め調整されたオーディオ信号に変換することとを含み
、変換されたオーディオ信号を超音波キャリア上に変調することは、変換された、予め調
整されたオーディオ信号を超音波キャリア上に変調することを含んでもよい。第１のエラ
ー関数および第２のエラー関数のうちの一方は、Ｈ（ｘ）２＋ｘ２の加法的逆元を含んで
もよく、かつ第１のエラー関数および第２のエラー関数のうちのもう一方は、Ｈ（ｘ）２

－ｘ２を含み、ここで、ｘは、受信されるオーディオ信号であり、かつＨ（ｘ）は、ヒル
ベルト変換である。
【０００９】
　幾つかの実施形態において、このオペレーションは、エミッタ応答またはフィルタ応答
用に調整するために、位相シフトまたは振幅調整、またはこれらの双方を周波数の関数と
して第１および第２のエラー関数の一方または双方に適用することをさらに含んでもよい
。
【００１０】
　様々な実施形態において、第１のエラー関数は、Ｈ（ｘ）２－ｘ２を含んでもよく、こ
こで、ｘは、受信される第１のオーディオ信号であり、かつＨ（ｘ）は、ヒルベルト変換
であり、かつこのオペレーションは、さらに、付加的なエラー訂正サイクルを含んでもよ
く、前記付加的なサイクルは、変調に先立って付加的なエラー訂正サイクルのための変換
されたオーディオ信号および第１のエラー関数を受信することと、第１のエラー関数の加
法的逆元を計算することと、超音波オーディオシステムの第２のエラー関数を計算するこ
とであって、前記第２のエラー関数は、Ｈ（ｘ１）２－ｘ１

２を含み、ここで、ｘ１は、
受信される変換されたオーディオ信号であり、かつＨ（ｘ１）は、変換されたオーディオ
信号のヒルベルト変換である計算することと、第２のエラー関数を第１のエラー関数の加
法的逆元に結合して第３のエラー関数を生成することと、第３のエラー関数を変換された
オーディオ信号に結合することによって第１の予め調整されたオーディオ信号を変換する
ことと、を含んでもよく、変換されたオーディオ信号を超音波キャリア上に変調する前記
ステップは、変換された、予め調整されたオーディオ信号を超音波キャリア上に変調する
ことを含んでもよい。第１のエラー関数は、Ｈ（ｘ）２＋ｘ２の加法的逆元を含んでもよ
く、ここで、ｘは、受信される第１のオーディオ信号であり、かつＨ（ｘ）は、ヒルベル
ト変換であり、かつこのオペレーションは、さらに、付加的なエラー訂正サイクルを含ん
でもよく、かつ前記付加的なサイクルは、変調に先立って付加的なエラー訂正サイクルの
ための変換されたオーディオ信号および第１のエラー関数を受信することと、超音波オー
ディオシステムの第２のエラー関数を計算することであって、前記第２のエラー関数は、
Ｈ（ｘ１）２＋ｘ１

２を含み、ここで、ｘ１は、受信される変換されたオーディオ信号で
あり、かつＨ（ｘ１）は、変換されたオーディオ信号のヒルベルト変換である計算するこ
とと、第２のエラー関数を第１のエラー関数の加法的逆元に結合して第３のエラー関数を
生成することと、第３のエラー関数の加法的逆元を計算することと、第３のエラー関数の
加法的逆元を変換されたオーディオ信号に結合することによって第１の予め調整されたオ
ーディオ信号を変換することと、を含んでもよく、変換されたオーディオ信号を超音波キ
ャリア上に変調する前記ステップは、変換された、予め調整されたオーディオ信号を超音
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波キャリア上に変調することを含んでもよい。
【００１１】
　第１のエラー関数は、Ｈ（ｘ）２＋ｘ２の加法的逆元を含んでもよく、ここで、ｘは、
受信される第１のオーディオ信号であり、かつＨ（ｘ）は、ヒルベルト変換であり、かつ
このオペレーションは、さらに、付加的なエラー訂正サイクルを含んでもよく、前記付加
的なサイクルは、変調に先立って付加的なエラー訂正サイクルのための変換されたオーデ
ィオ信号および第１のエラー関数を受信することと、超音波オーディオシステムの第２の
エラー関数を計算することであって、前記第２のエラー関数は、Ｈ（ｘ1）

２＋ｘ1
２の加

法的逆元を含み、ここで、ｘ1は、受信される変換されたオーディオ信号であり、かつＨ
（ｘ1）は、変換されたオーディオ信号のヒルベルト変換である計算することと、第２の
エラー関数を変換されたオーディオ信号に結合することによって第１の予め調整されたオ
ーディオ信号を変換することと、を含んでもよく、変換されたオーディオ信号を超音波キ
ャリア上に変調する前記ステップは、変換された、予め調整されたオーディオ信号を超音
波キャリア上に変調することを含んでもよい。
【００１２】
　幾つかの実施形態において、第１のエラー関数は、Ｈ（ｘ）２－ｘ２を含んでもよく、
ここで、ｘは、受信される第１のオーディオ信号であり、かつＨ（ｘ）は、ヒルベルト変
換であり、かつこのオペレーションは、さらに、付加的なエラー訂正サイクルを含んでも
よく、前記付加的なサイクルは、変調に先立って付加的なエラー訂正サイクルのための変
換されたオーディオ信号および第１のエラー関数を受信することと、超音波オーディオシ
ステムの第２のエラー関数を計算することであって、前記第２のエラー関数は、Ｈ（ｘ１

）２－ｘ１
２を含み、ここで、ｘ１は、受信される変換されたオーディオ信号であり、か

つＨ（ｘ１）は、変換されたオーディオ信号のヒルベルト変換である計算することと、第
２のエラー関数を変換されたオーディオ信号に結合することによって第１の予め調整され
たオーディオ信号を変換することと、を含んでもよく、変換されたオーディオ信号を超音
波キャリア上に変調する前記ステップは、変換された、予め調整されたオーディオ信号を
超音波キャリア上に変調することを含んでもよい。
【００１３】
　第１のエラー関数は、Ｈ（ｘ）２＋ｘ２の加法的逆元を含んでもよく、ここで、ｘは、
受信される第１のオーディオ信号であり、かつＨ（ｘ）はヒルベルト変換であり、かつこ
のオペレーションは、さらに、エミッタ応答またはフィルタ応答用に調整するために、位
相シフトまたは振幅調整、またはこれらの双方を周波数の関数として、受信される第１の
オーディオ信号に適用することを含んでもよい。このオペレーションは、さらに、エミッ
タ応答またはフィルタ応答用に調整するために、前記結合するステップの前に、位相シフ
トまたは振幅調整、またはこれらの双方を周波数の関数として第１のエラー関数に適用す
るステップを含んでもよい。
【００１４】
　幾つかの実施形態において、第１のエラー関数は、Ｈ（ｘ）２－ｘ２を含んでもよく、
ここで、ｘは、受信される第１のオーディオ信号であり、かつＨ（ｘ）はヒルベルト変換
であり、かつこのオペレーションは、さらに、エミッタ応答またはフィルタ応答用に調整
するために、位相シフトまたは振幅調整、またはこれらの双方を周波数の関数として、受
信される第１のオーディオ信号に適用することを含んでもよい。このオペレーションは、
さらに、エミッタ応答またはフィルタ応答用に調整するために、前記結合するステップの
前に、位相シフトまたは振幅調整、またはこれらの双方を周波数の関数として第１のエラ
ー関数に適用するステップを含んでもよい。
【００１５】
　さらなる実施形態において、第１のエラー関数は、Ｈ（ｘ）２＋ｘ２の加法的逆元を含
んでもよく、ここで、ｘは、受信される第１のオーディオ信号であり、かつＨ（ｘ）は、
ヒルベルト変換であり、かつこのオペレーションは、さらに、付加的なエラー訂正サイク
ルを含んでもよく、前記付加的なサイクルは、変調に先立って付加的なエラー訂正サイク
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ルのための変換されたオーディオ信号および第１のエラー関数を受信することと、超音波
オーディオシステムの第２のエラー関数を計算することであって、前記第２のエラー関数
は、Ｈ（ｘ1）

２＋ｘ1
２の加法的逆元を含み、ここで、ｘ1は、受信される変換されたオ

ーディオ信号であり、かつＨ（ｘ1）は、変換されたオーディオ信号のヒルベルト変換で
ある、計算することと、第２のエラー関数を受信される第１のオーディオ信号に結合する
ことによって第１の予め調整されたオーディオ信号を変換することと、を含み、変換され
たオーディオ信号を超音波キャリア上に変調する前記ステップは、変換された、予め調整
されたオーディオ信号を超音波キャリア上に変調することを含んでもよい。
【００１６】
　他の実施形態において、第１のエラー関数は、Ｈ（ｘ）２－ｘ２を含んでもよく、ここ
で、ｘは、受信される第１のオーディオ信号であり、かつＨ（ｘ）は、ヒルベルト変換で
あり、かつこのオペレーションは、さらに、付加的なエラー訂正サイクルを含んでもよく
、前記付加的なサイクルは、変調に先立って付加的なエラー訂正サイクルのための変換さ
れたオーディオ信号および第１のエラー関数を受信することと、超音波オーディオシステ
ムの第２のエラー関数を計算することであって、前記第２のエラー関数は、Ｈ（ｘ１）２

－ｘ１
２を含み、ここで、ｘ１は、受信される変換されたオーディオ信号であり、かつＨ

（ｘ１）は、変換されたオーディオ信号のヒルベルト変換である、計算することと、第２
のエラー関数を第１のオーディオ信号に結合することによって第１の予め調整されたオー
ディオ信号を変換することと、を含み、変換されたオーディオ信号を超音波キャリア上に
変調する前記ステップは、変換された、予め調整されたオーディオ信号を超音波キャリア
上に変調することを含んでもよい。
【００１７】
　様々な実施形態において、第１のエラー関数は、Ｈ（ｘ）２－ｘ２を含んでもよく、こ
こで、ｘは、受信される第１のオーディオ信号であり、かつＨ（ｘ）は、ヒルベルト変換
であり、かつこのオペレーションは、さらに、付加的なエラー訂正サイクルを含んでもよ
く、前記付加的なサイクルは、変調に先立って付加的なエラー訂正サイクルのための変換
されたオーディオ信号および第１のエラー関数を受信することと、第１のエラー関数の加
法的逆元を計算することと、超音波オーディオシステムの第２のエラー関数を計算するこ
とであって、前記第２のエラー関数は、Ｈ（ｘ１）２－ｘ１

２を含み、ここで、ｘ１は、
受信される変換されたオーディオ信号であり、かつＨ（ｘ１）は、変換されたオーディオ
信号のヒルベルト変換である、計算することと、第２のエラー関数を第１のエラー関数の
加法的逆元に結合して第３のエラー関数を生成することと、第３のエラー関数を変換され
たオーディオ信号に結合することによって第１の予め調整されたオーディオ信号を変換す
ることと、を含んでもよく、変換されたオーディオ信号を超音波キャリア上に変調する前
記ステップは、変換された、予め調整されたオーディオ信号を超音波キャリア上に変調す
ることを含んでもよい。また、このオペレーションは、さらに、エミッタ応答またはフィ
ルタ応答用に調整するために、位相シフトまたは振幅調整、またはこれらの双方を周波数
の関数として、受信される第１のオーディオ信号に適用することを含んでもよい。
【００１８】
　他の幾つかの実施形態において、第１のエラー関数は、Ｈ（ｘ）２＋ｘ２の加法的逆元
を含んでもよく、ここで、ｘは、受信される第１のオーディオ信号であり、かつＨ（ｘ）
は、ヒルベルト変換であり、かつこのオペレーションは、さらに、付加的なエラー訂正サ
イクルを含んでもよく、前記付加的なサイクルは、変調に先立って付加的なエラー訂正サ
イクルのための変換されたオーディオ信号および第１のエラー関数を受信することと、超
音波オーディオシステムの第２のエラー関数を計算することであって、前記第２のエラー
関数は、Ｈ（ｘ１）２＋ｘ１

２を含み、ここで、ｘ１は、受信される変換されたオーディ
オ信号であり、かつＨ（ｘ１）は、変換されたオーディオ信号のヒルベルト変換である、
計算することと、第２のエラー関数を第１のエラー関数の加法的逆元に結合して第３のエ
ラー関数を生成することと、第３のエラー関数の加法的逆元を計算することと、第３のエ
ラー関数の加法的逆元を変換されたオーディオ信号に結合することによって第１の予め調
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整されたオーディオ信号を変換することと、を含んでもよく、変換されたオーディオ信号
を超音波キャリア上に変調する前記ステップは、変換された、予め調整されたオーディオ
信号を超音波キャリア上に変調することを含んでもよい。このオペレーションは、さらに
、エミッタ応答またはフィルタ応答用に調整するために、位相シフトまたは振幅調整、ま
たはこれらの双方を周波数の関数として、受信される第１のオーディオ信号に適用するこ
とを含んでもよい。
【００１９】
　さらなる実施形態において、超音波オーディオシステムにおける歪を除去または低減す
るためのシステムは、受信機と、受信機へ通信可能に結合され、（ｉ）超音波オーディオ
システムを用いて再生されるべきオーディオコンテンツを表現する第１のオーディオ信号
を受け入れ、かつ（ｉｉ）超音波オーディオシステムの第１のエラー関数を計算するよう
に構成されるエラー訂正モジュールであって、前記第１のエラー関数は、超音波オーディ
オシステムによるオーディオコンテンツの再生により導入される歪の推定値を含む、エラ
ー訂正モジュールと、第１のエラー関数を第１のオーディオ信号に結合することによって
第１のオーディオ信号を第１の予め調整されたオーディオ信号に変換するように構成され
る加算モジュールと、を含んでもよい。また、エラー訂正が実行される前または後のいず
れかに信号を超音波キャリア上に変調するための変調器も設けることができる。本システ
ムは、先に述べたような方法を実行するように構成されることが可能である。
【００２０】
　開示する技術の他の特徴および態様は、開示する技術の実施形態による特徴を例として
示す添付の図面に関連して行う以下の詳細な説明から明らかとなるであろう。要約は、本
明細書に記載する如何なる発明の範囲をも限定するためのものではなく、本明細書に記載
する発明は、添付の特許請求の範囲によってのみ規定される。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
　１つまたは複数の様々な実施形態による、本明細書に開示する技術を、以下の図を参照
して詳細に説明する。図面は、単に例示を目的として提供され、よって、開示する技術の
典型的な、または例示的な実施形態を描いたものでしかない。これらの図面は、開示する
技術に対する読者の理解を容易にするために提供されるものであり、その広がり、範囲ま
たは適用性を限定するものと見なされるべきではない。説明を明瞭かつ分かりやすくする
ために、これらの図面が必ずしも一定の縮尺で描かれていない点は、留意されるべきであ
る。
【００２２】
【図１】図１は、本明細書に記載するエミッタ技術による使用に適する超音波サウンドシ
ステムを示す図である。
【図２】図２は、本明細書に記述するエミッタ技術による使用に適する信号処理システム
の別の例を示す図である。
【図３】図３は、訂正されていない２トーン入力の一例を示す図である。
【図４】図４は、本明細書に記述する技術の一実施形態による、エラー訂正信号（式３）
の１回の適用の効果を示す図である。
【図５】図５は、式３の再帰的適用を表す。
【図６】図６は、式４の適用例を示す図である。
【図７】図７は、式４の２回目の適用例を示す図である。
【図８】図８は、本明細書に記述する技術の一実施形態による、相互変調エラー訂正の１
回の適用の信号経路の例を示す図である。
【図９】図９は、本明細書に記述する技術の一実施形態による、高調波歪エラー訂正の適
用例を示す図である。
【図１０】図１０は、本明細書に記述する技術の一実施形態による、複数回のエラー訂正
を再帰的に適用する例を示す図である。
【図１１】図１１は、本明細書に記述する技術の一実施形態による、基本的な相互変調エ
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ラー訂正のブロック例を示す図である。
【図１２】図１２は、本明細書に記述する技術の一実施形態による、基本的な高調波歪エ
ラー訂正のブロック例を示す図である。
【図１３】図１３は、本明細書に記述する技術の一実施形態による、相互変調エラー訂正
および高調波エラー訂正の再帰的な適用例を示す図である。
【図１４】図１４は、本明細書に記述する技術の一実施形態による、再帰プロセスへの入
力として元のオーディオ入力を利用する相互変調歪訂正の例を示す図である。
【図１５】図１５は、本明細書に記述する技術の一実施形態による、再帰プロセスへの入
力として元のオーディオ入力を利用する高調波歪エラー訂正の例を示す図である。
【図１６】図１６は、本明細書に記述する技術の一実施形態による、元のオーディオ入力
を用いる再帰的処理（即ち、非フィードフォワード）の例を示す図である。
【図１７】図１７は、本明細書に記載する技術の一実施形態による、フィードフォワード
処理による相互変調エラー訂正の例を示す図である。
【図１８】図１８は、本明細書に開示する技術の一実施形態による、フィードフォワード
処理による高調波歪エラー訂正の例を示す図である。
【図１９】図１９は、本明細書に開示するシステムおよび方法の別の実施形態による、フ
ォワード式再帰処理の例を示す図である。
【図２０】図２０は、開示する技術の実施形態の様々な特徴の実装に使用され得るコンピ
ューティングモジュールの例を示す。
【００２３】
　図面は、網羅的であることを意図するものではなく、本発明を開示する正確な形態に限
定するものでもない。本発明が変更および改変して実施され得ること、および開示する技
術が特許請求の範囲およびその等価物によってのみ限定され得ることは、理解されるべき
である。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　本明細書に記述するシステムおよび方法の実施形態は、様々な異なるアプリケーション
のためのハイパーサウンド（Ｈｙｐｅｒ　Ｓｏｕｎｄ）オーディオシステムまたは他のパ
ラメトリックまたは超音波オーディオシステムを提供する。所定の実施形態は、オーディ
オ変調された超音波信号を放出するために超音波エミッタを使用し、かつ高調波歪（ｈａ
ｒｍｏｎｉｃ　ｄｉｓｔｏｒｔｉｏｎ）、相互変調歪（ｉｎｔｅｒｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ
　ｄｉｓｔｏｒｔｉｏｎ）、またはこれらの双方を補償するためにエラー訂正システムを
組み込むオーディオ再生システムを提供する。
【００２５】
　様々な実施形態によるエラー訂正の基礎を提供するためには、歪について論じることが
有用である。歪は、所望されるものとは異なる出力上の信号または音と考えることができ
る。非線形歪は、入力には存在しなかったトーンまたは周波数を生み出すことを伴う。多
くの超音波オーディオ配信システムは、既に、非線形歪を活用して超音波からオーディオ
を生成している。その結果、これらのシステムは、望ましくない非線形歪の影響を受けや
すい場合がある。本明細書に開示する技術の様々な実施形態は、入力されるオーディオを
、それが最終的に大気中で復調されるときに、元の入力が実際的に、または可能な限り忠
実に再生されるように修正することによって、この歪を補償すべく動作するように実装さ
れることが可能である。
【００２６】
　非線形歪自体は、相互変調歪、および高調波歪の２つの形態で現れる。相互変調歪は、
差周波数の生成である。例えば、２ｋＨｚおよび３ｋＨｚで相互変調歪が生じれば、結果
的な周波数は３ｋＨｚ－２ｋＨｚ＝１ｋＨｚになる。高調波歪は、二倍および和を生成す
る。上記のように、２ｋＨｚおよび３ｋＨｚの信号を所与とすると、高調波歪は、３つの
異なる周波数、２＊２＝４ｋＨｚ、２＊３＝６ｋＨｚ、および２＋３＝５ｋＨｚを生成す
る。これらの２つのタイプの歪は、典型的な超音波オーディオアプリケーションに存在す
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るが、大きさおよび位相が異なる。
【００２７】
　図１は、本明細書に記述するシステムおよび方法に関連して使用することに適する超音
波サウンドシステムを示す図である。この例示的な超音波オーディオシステム１では、例
えばマイクロホン、メモリ、データ記憶デバイス、ストリーミングメディアソース、ＭＰ
３、ＣＤ、ＤＶＤ、セットトップボックスまたは他のオーディオソース等のオーディオソ
ース２からのオーディオコンテンツが受信される。オーディオコンテンツは、復号され、
かつソースに依存してデジタル形式からアナログ形式へ変換されてもよい。超音波オーデ
ィオシステム１により受信されるオーディオコンテンツは、変調器を用いて、周波数ｆ１
の超音波キャリア上に変調される。変調器は、典型的には、超音波キャリア信号を発生す
るための局部発振器３と、オーディオ信号をキャリア信号上に変調するための変調器４と
を含む。結果的に生じる信号は、周波数ｆ１におけるキャリアと１つまたは複数のサイド
ローブとを有する両側波帯信号または単側波帯信号である。幾つかの実施形態において、
信号は、パラメトリック超音波またはＨＳＳ信号である。ほとんどの場合、使用される変
調スキームは、振幅変調即ちＡＭであるが、他の変調スキームも用いることができる。振
幅変調は、超音波キャリアに、この場合はオーディオ信号である情報伝送信号を乗算する
ことによって達成することができる。変調された信号のスペクトルは、キャリア周波数に
対して対称的な２つの側波帯、即ち上側および下側の側波帯と、キャリア自体とを有する
ことが可能である。
【００２８】
　変調された超音波信号は、超音波トランスデューサまたはエミッタ６に供給され、エミ
ッタ６は、超音波信号を、超音波７を生成する大気へと発射する。十分に高い音圧レベル
でトランスデューサにより再生される場合、その「再生」または伝送の媒体である空気の
非線形挙動に起因して、信号内のキャリアは、側波帯と混合して信号を復調しかつオーデ
ィオコンテンツを再生する。これは、自己復調と称されることがある。したがって、単側
波帯の実装であっても、キャリアに発射される信号が含まれるので、自己復調を行える。
【００２９】
　図１に示すシステムは、単一のトランスデューサを用いて単一チャネルのオーディオコ
ンテンツを発射しているが、この説明を読んだ後の当業者には、超音波キャリアを用いて
複数のオーディオチャネルを伝送すべく複数のミキサ、増幅器およびトランスデューサを
用いる方法が理解されるであろう。超音波トランスデューサは、アプリケーションに応じ
て、所望される任意の位置に取り付けることができる。
【００３０】
　図２には、本明細書に記述する技術での使用に適する信号処理システムの一例１０が略
示されている。この実施形態では、様々な処理回路またはコンポーネントが、ある実装に
従って配列された（信号の処理経路に対する）順序で示されている。処理回路のコンポー
ネントが、入力信号が各回路またはコンポーネントによって処理される順序と同様に変わ
り得ることは、理解されるべきである。また、実施形態に依存して、処理システム１０は
、図示されているものより多い、または少ないコンポーネントまたは回路を含んでもよい
。
【００３１】
　また、図１に示す例は、２つの入出力チャネル（例えば、「ステレオ」信号）の処理に
使用するために最適化され、様々なコンポーネントまたは回路は、各信号チャネル用の略
一致するコンポーネントを含んでいる。この説明を読んだ後、当業者には、このオーディ
オシステムが、単一のチャネル（例えば、「モノラル」または「モノ」信号）、（図２に
示されるような）２つのチャネルまたはさらに多くの数のチャネルを用いて実装可能であ
ることが理解されるであろう。
【００３２】
　次に、図２を参照すると、例示的な信号処理システム１０は、オーディオ入力信号の左
チャネル１２ａおよび右チャネル１２ｂに対応し得るオーディオ入力を含むことができる
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。オーディオ入力は、例えば、オーディオ入力を受信する受信機を含んでもよい。受信機
は、例えば、入力ライン、回路（例えば、オペアンプまたは他の信号受信機を形成する回
路）、または従来から利用可能である、または従来使用されている幾つかのライン入力受
信機のいずれかを含んでもよい。ＤＳＰまたは他の同様の環境では、受信されるオーディ
オ入力をデジタル処理のためにデジタル化することができる。等化ネットワーク１４ａ、
１４ｂは、信号の等化を提供するために含まれることが可能である。等化ネットワークは
、例えば、予め決められた周波数または周波数範囲を高めて、または抑制して、パラメト
リック　エミッタ　アッセンブリ（ｐａｒａｍｅｔｒｉｃ　ｅｍｉｔｔｅｒ　ａｓｓｅｍ
ｂｌｙ）のエミッタ／インダクタの組合せによって自然に提供される利点を増大させるこ
とができる。
【００３３】
　オーディオ信号が等化された後、入力信号のダイナミックレンジを圧縮して入力信号の
所定の部分の振幅を効果的に上げ、かつ入力信号の他の所定の部分の振幅を下げるために
、コンプレッサ回路１６ａ、１６ｂを含むことができる。より具体的には、オーディオの
振幅範囲を狭めるために、圧縮回路１６ａ、１６ｂを含むことができる。ある態様におい
て、コンプレッサは、入力信号のピークツーピーク振幅を約２：１以上の比で減少させる
。入力信号をより狭い振幅範囲に調整することは、このクラスの変調システムの限られた
ダイナミックレンジに特徴的である歪を最小限に抑えるために行うことができる。他の実
施形態では、圧縮後の信号を等化するために、等化ネットワーク１４ａ、１４ｂをコンプ
レッサ１６ａ、１６ｂの後に設けてもよい。
【００３４】
　ローパスフィルタ回路１８ａ、１８ｂは、信号の高い部分のカットオフを提供し、かつ
ハイパスフィルタ回路２０ａ、２０ｂは、オーディオ信号の低い部分のカットオフを提供
する。ある例示的な実施形態において、ローパスフィルタ１８ａ、１８ｂは、約１５～２
０ｋＨｚより高い信号をカットするために使用され、かつハイパスフィルタ２０ａ、２０
ｂは、約２０～２００Ｈｚより低い信号をカットするために使用される。
【００３５】
　ローパスフィルタ１８ａ、１８ｂは、変調後に望ましくない可聴音の生成を招く可能性
もあるより高い周波数を排除するように構成されることが可能である。例として、ローパ
スフィルタが１５ｋＨｚを超える周波数をカットし、かつキャリア周波数が約４４ｋＨｚ
であれば、差信号は、約２９ｋＨｚより低くならないが、これでも人の可聴範囲外である
。しかしながら、２５ｋＨｚという高い周波数がフィルタ回路の通過を許された場合、生
成される差信号は、人の聴力範囲内にある１９ｋＨｚの範囲に存在する可能性もある。
【００３６】
　例示的な信号処理システム１０では、ローパスフィルタおよびハイパスフィルタを通過
した後、オーディオ信号は、変調器２２ａ、２２ｂによって変調される。変調器２２ａ、
２２ｂは、オーディオ信号を発振器２３により生成されるキャリア信号と混合または結合
する。例えば、幾つかの実施形態では、１つの発振器（ある実施形態では、４０ｋＨｚか
ら１５０ｋＨｚまでの選択された周波数で駆動され、前記周波数範囲は、発振器で使用で
きる容易に入手可能な結晶に対応する）が、変調器２２ａ、２２ｂの双方を駆動するため
に使用される。複数の変調器に単一の発振器を利用することにより、２４ａ、２４ｂにお
いて変調器から出力される複数のチャネルに同一のキャリア周波数が提供される。各チャ
ネルに同じキャリア周波数を用いることにより、可聴ビート周波数が発生し得る危険性が
少なくなる。
【００３７】
　ハイパスフィルタ２７ａ、２７ｂは、変調段階の後に含まれてもよい。ハイパスフィル
タ２７ａ、２７ｂは、変調された超音波キャリア信号を通過させ、かつ出力２４ａ、２４
ｂを介してオーディオ周波数が増幅器に入らないことを保証するために使用されてもよい
。したがって、実施形態によっては、ハイパスフィルタ２７ａ、２７ｂは、約２５ｋＨｚ
未満の信号をフィルタリングして除くように構成されてもよい。
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　先に述べたように、変調されたキャリアがトランスデューサにより十分に高い音圧レベ
ルで伝送されると、信号内のキャリアは、側波帯と混合して信号を復調し、かつオーディ
オコンテンツを再生する。これは、自己復調と称されることがある。空気は、主に線形媒
体であるが、激しく駆動されると非線形成分を有する。これは、入力－出力モデル、数式
（１）、
【数１】

によって表すことができる。ここで、Ａｉｒ（ｘ）は、所与の入力ｘに対する空気中の出
力圧力波を表す。Ａ’は、線形係数であり、Ｇは、非線形係数である。通常の温度および
圧力では、Ｇ＜＜Ａ’であるが、これは、通常のオーディオが通常の聴取レベルで歪なく
長距離を進む理由を説明している。
【００３９】
　パラメトリックオーディオは、ｘ＾２の周波数混合効果を用いることにより、第２項を
利用する。この効果を説明するために、ある入力、
【数２】

 
について考察する。
【００４０】
　式１を用いれば、空気中の出力は、
【数３】

 
となる。
【００４１】
　下記の三角関数恒等式、

【数４】

 
を用いれば、これをより分かりやすい形に書き換えることができる。
【００４２】
　式２は、（ＤＣを除去して）、
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【数５】

 
のように書き直すことができる。
【００４３】
　これは、式１で与えられるモデルを用いることにより、空気は、入力周波数ならびに入
力の倍数、和および差を再現することを示している。入力が超音波であれば、可聴である
可能性を有する唯一の項が差音（太字）である。他はすべて、必然的に入力より高い周波
数であり、よって聴き取れない。
【００４４】
　超音波オーディオシステムおよび方法の実施形態は、通常のオーディオ入力ストリーム
を受け入れ、かつその上に単側波帯（ＳＳＢ）変調を実行するように構成されることが可
能である。これは、効果的には、入力オーディオの周波数をキャリアの基準周波数に加算
する。一例として、ベースバンドオーディオが１ｋＨｚのトーンであり、選択されるキャ
リア周波数が９０ｋＨｚであれば、変調出力は、９０ｋＨｚ＋１ｋＨｚ＝９１ｋＨｚであ
る。これが同じように音の大きなキャリア（９０ｋＨｚ）と共に再生されれば、差音（９
１ｋＨｚ－９０ｋＨｚ）は、まさに１ｋＨｚとなり、この入力が大気内で再生される。
【００４５】
　ＳＳＢ変調およびこれに続く大気内での復調は、複数のトーンで解析される場合には遙
かに複雑になる。上述の例のような２トーンの入力であるが、超音波周波数ではなく、こ
こではオーディオ帯域にあるものを例に取る。ＳＳＢ変調を適用し、かつキャリアトーン
を加算すると、

【数６】

 
になる。ここで、ωｃはキャリア周波数、かつＡ＋Ｂ＝．５であり、よって、最大出力は
＋／－１になる。
【００４６】
　好ましいアプローチは、このモデルが適用される場合（オーディオ帯域外のすべてのト
ーンを無視する）でも、空気の非線形性（式１）に２つのトーン、即ちω１およびω２の
みを再生させることであり、
【数７】

これは、第３のトーンが入力トーンの差周波数で生成されることを示す。これは、相互変
調歪であって、ＨＳＳ　ＳＳＢ法の基本的な帰結である。
【００４７】
　様々な実施形態によるシステムおよび方法は、この「エラー」を予測しかつ予測された
１８０度位相外れのエラートーンを含むべく入力オーディオを予め歪めるように実装され
る。逆（１８０°の位相外れ、または加法的逆元）のエラー信号を含むことにより、空気
内の実際のエラーが打ち消され、２つの所望されるトーンのみが残る。これは、本明細書
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に記述している「エラー訂正」の基礎である。
【００４８】
　入力係数の積に比例する差音は、以下のフィルタ、
【数８】

 
を用いて任意の入力から生成されてもよく、ここで、Ｈ（ｘ）は、入力信号のヒルベルト
変換である。
【００４９】
　これをｘｉｎに当てはめると、その結果が示される。
【数９】

 
【００５０】
　ハイパスフィルタを適用してＤＣ（最初の２項）を除去すると、所望されるＩＭ歪信号
（相互変調歪信号、ｉｎｔｅｒｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ　ｄｉｓｔｏｒｔｉｏｎ　ｓｉｇｎ
ａｌ）の振幅の正確な周波数および推定値が得られる。レベルおよび位相を（例えば、経
験的測定値を用いて）調整した後、これを入力信号から減算すると、望ましくない信号が
打ち消される。しかしながら、この減算の後、入力に新しい周波数が加算され、この新し
い入力に関連する新しい相互変調歪周波数が現れ始める。したがって、様々な実施形態は
、これを少なくとも部分的に補償するために、「再帰的な」エラー訂正技術を用いる。式
３のエラーフィルタを既に１次でエラー訂正された信号に適用すると、初回により生成さ
れた望ましくないトーン（音、特に一定周波数の音）が打ち消され始める。係数ＡＢが＜
１である限り、後続の各回は、全体的な歪特性を改善し続ける。
【００５１】
　これが、ＩＭ歪の背後にある理論である。実際のシステムの複雑さを理解するために、
次に、図３を参照する。図３は、訂正されていない２トーン入力の一例を示す図である。
図３の例には、２つの入力、即ちｆ１＝１ｋＨｚおよびｆ２＝５．５ｋＨｚ、が存在する
。これらが同一レベルであるために、Ａ＝．９５およびＢ＝．０５にして、空気の１２ｄ
Ｂ／ディケード（ｄｅｃａｄｅ）のハイパスフィルタ特性を補償する。図３において、各
周波数の下には、入力トーンに対する各トーンの実験的に決定された位相が記述されてい
る。これは、約７５％の全高調波歪を表す。
【００５２】
　この図が示すように、予測されたｆ２－ｆ１以外にも、望ましくないトーンが幾つか存
在する。これらは、より高次の歪生成物によって発生される。例えば、２ｆ１は、ｘｉｎ

の４乗を取ることによって発生される可能性がある。関連する項は、



(16) JP 6559237 B2 2019.8.14

10

20

30

40

50

【数１０】

 
である。
【００５３】
　図４は、本明細書に記載の技術の一実施形態による、エラー訂正信号（式３）の１回の
適用の効果を示す図である。この図から分かるように、目標周波数ｆ２－ｆ１は、曲線の
破線部分が示すように大幅に減少される（約１０ｄＢ）。信号に加算される新しい周波数
は、予期される通りにｆ２－２ｆ１を増加させる。
【００５４】
　図５は、式３の再帰的適用を表す。これは、ｆ２－２ｆ１を低下させるという所望され
る効果を有するが、ｆ２－ｆ１も低下させている。これは、より高次の歪が存在するとい
う事実に起因する。加算される位相外れのトーン（ｆ２－２ｆ１）は、ｆ２－ｆ１への高
次の寄与を低下させる。
【００５５】
　ＩＭ歪生成物は、大幅に低下されるものの、オーディオ品質はまだ完全ではない。出力
に歪を与えるものに、高調波歪生成物（倍数および和）がある。これらは、相互変調生成
物と同様にして打ち消されてもよい。使用するエラーフィルタは、

【数１１】

 
によって与えられる。
【００５６】
　このフィルタは、式３が差周波数を生成するのとほぼ同じ方法で、二倍および和を生成
する。このエラー項で打ち消されるべき歪生成物は、ＩＭ歪生成物に対して１８０度位相
外れであることに留意されたい。式４により生成されるエラー項は、入力と同相であるこ
とから、望ましくない項を打ち消すためには、減算ではなく信号に加算される必要がある
。式４を加算する１回の出力を、図６に示す。具体的には、図６は、式４の適用例を示す
図である。
【００５７】
　図から分かるように、式４の適用は、破線が示す通り、歪生成物を劇的に減少させる。
これは、一次（倍数および和）を大幅に減らすだけでなく、結果的に生じるこれらの訂正
により、高次の生成物も低減する。
【００５８】
　図７は、式４の２回目の適用例を示す図であり、本例において、これは、すべての歪生
成物を打ち消している。具体的には、破線が示すように、２ｆ１、３ｆ１、４ｆ１および
ｆ１＋ｆ２生成物が除去されている。他の配置では、さらなる改善が必要とされる場合が
あるが、これは、エラー訂正の位相特性を精緻化することによって可能である。
【００５９】
　実験的には、電子的または機械的要因に起因して、先に例示したエラー訂正を４回適用
した後に歪トーンが残るシステムを求めることが可能である。これらのトーンは各々、特
定の振幅および位相での直接的な適用によってさらに低減されてもよい。このとき、位相
は、絶対に１８０度または０度ではない。これは、エミッタまたはそれ以前であっても、
システムの位相シフトが、望ましくないトーンの完全な打ち消しを防げることを含意する
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。
【００６０】
　以上、エラー訂正の実際的効果の一例について述べたが、次に、エラー訂正の例示的な
実施形態について説明する。本明細書に開示する技術の実施形態は、これらの２タイプの
非線形歪を分離しかつこれらを個別に訂正することにより、超音波オーディオシステムの
エラー訂正を新規方法で実装するように構成されることが可能である。
【００６１】
　従来の解決方法（ｓｏｌｕｔｉｏｎ）は、エラー信号を生成するために、パラメトリッ
ク復調歪モデルを用いてきた。しかしながら、従来の解決方法は、相互変調歪生成物およ
び高調波歪生成物の双方を混合する傾向がある。超音波オーディオシステムの測定値は、
相互変調歪生成物および高調波歪生成物が必ずしも同位相でなく、実際のところ、典型的
には１８０度の位相外れであり得ることを明らかにしている。したがって、従来の解決方
法は、幾つかの副産物を減少させ得るものの、他の副産物を増加させることがある。
【００６２】
　困難なことに、略すべての非線形関数（Ａｂｓ、Ｌｏｇ、多項式、他）は、これと同じ
問題点を抱えている。非線形要素間で比は変わり得るが、歪生成物の系統的減少は、今も
なお捉えにくい。入力が予期されかつ知られていれば、システムは、適切な訂正を行うべ
く事前に位相をシフトするように実装される可能性もある。しかしながら、エラー訂正の
重要な目的は、任意かつ未知の入力を訂正することにある。
【００６３】
　様々な実施形態によれば、２つの非線形関数が発明者らによって開発されていて、この
課題に対処すべく様々な実施形態において使用可能である。
【数１２】

 
【００６４】
　ここで、Ｈ（ｘ）は、周知の信号処理関数であるヒルベルト変換であり、ｘはオーディ
オ入力信号である。ＩｎｔｅｒｍｏｄＥｒｒｏｒは、非線形関数であり、相互変調生成物
のみ生成し、ＨａｒｍｏｎｉｃＥｒｒｏｒは非線形関数であり、高調波歪生成物のみ生成
する。これらの関数は、従来のアプローチを凌いで歪訂正を改善するという予期せぬ結果
を提供するために、本明細書に記述されているような様々な実施形態において、単独また
は併せて実装されてもよい。したがって、パラメトリックオーディオシステムにおける高
調波歪および相互変調歪の双方を訂正できるようにする実施形態が実装されてもよい。こ
れらの２タイプの歪を２つの別個の関数に分離することにより、２つの別個のエラー信号
としてこれらにアプローチする実施形態が実装されてもよい。訂正は、双方のエラーソー
スに対して実装されてもよく、典型的には、より良い結果が得られる。
【００６５】
　様々な実施形態において、システムの最適化は、経験的に行われてもよい。テストトー
ンは、マイクロホンが所望される距離（例えば、聴取位置）で所定の位置に配置された状
態で、システムに印加されてもよい。これは、例えば、最低２トーンであってもよいが、
理論的には、これらの和および差が一意の周波数であってバックグラウンドから分離され
得る限り、最大値は存在しない。広範な周波数範囲にわたってシステムを最適化するため
に、複数のトーンシリーズを用いることができる。
【００６６】
　図８は、本明細書に記述する技術の一実施形態による、相互変調エラー訂正の１回の適
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用の信号経路の例を示す図である。この例は、ＩＭＥｒｒｏｒモジュール３２５（相互変
調エラーモジュール３２５）と、反転（＊－１）モジュール３２７と、Ｐｈａｓｅ＋ＥＱ
モジュール３２９（位相＋等価モジュール３２９）と、加算モジュール３３１と、Ｓｃａ
ｌｉｎｇモジュール３３３とを含む。
【００６７】
　図８の例は、相互変調（ＩＭ、ｉｎｔｅｒｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ）エラー訂正のアプリ
ケーションを示す。相互変調エラー訂正モジュール３２２は、超音波オーディオシステム
を用いて再生されるべきオーディオコンテンツを表すオーディオ信号を受信する。受信さ
れるオーディオ入力信号は、超音波オーディオシステム上で再生されるべきオーディオコ
ンテンツを表すアナログ信号であってもよい。例えばＤＳＰを用いるデジタル実装では、
受信されるオーディオ入力信号はデジタル信号であってもよく、またはデジタル処理のた
めに（例えば、アナログ－デジタル変換器を用いて）変換されてもよい。
【００６８】
　相互変調エラー訂正モジュール３２２は、先に述べたＩｎｔｅｒｍｏｄＥｒｒｏｒ（ｘ
）関数、Ｈ（ｘ）２＋ｘ２を、入力されるオーディオ信号に適用する。相互変調エラー訂
正モジュール３２２の出力は、直に変調器へと進んでエミッタへ出力されても、追加され
るエラー訂正のさらなる回へと進んでもよい。
【００６９】
　本例における相互変調エラー訂正モジュール３２２の第１のブロックは、ＩＭＥｒｒｏ
ｒモジュール３２５であり、これは相互変調歪に起因するエラーの推定値を生成する。こ
れは、エラー信号またはエラー関数と称することができる。推定されたこのエラー信号３
２６は、反転モジュール３２７によって反転され、反転推定されたエラー信号３２８が生
成される。幾つかの実施形態において、反転モジュール３２７は、推定されたエラー信号
３２６を推定されたエラー信号の加法的逆元に変換するように構成される。これは、効果
的には、推定されたエラー信号３２６の符号を変える。これは、例えば、エラー信号に負
数（例えば、＊－１）を乗じてその符号を変えることにより達成されてもよい。
【００７０】
　Ｐｈａｓｅ＋ＥＱモジュール３２９は、エミッタ応答またはフィルタ応答用に調整する
ために、位相シフトまたは振幅調整、またはその双方を反転されたエラー信号３２８へ周
波数の関数として適用するように構成されることが可能である。また、Ｐｈａｓｅ＋ＥＱ
モジュール３２９は、ＤＣブロッキングフィルタとしても機能することができる。調整は
、図示されているように、（ＩＭエラー推定が計算された後に）反転推定されたエラー信
号３２８へ適用されてもよい。これは、線形フィルタ、および係数表（例えば、ＤＳＰに
おけるもの等）の調整により行われる適用を用いて適用することができる。係数は、得ら
れた結果に基づいて調整することができる。例えば、歪の測定を行うことができ、かつ得
られた結果に基づいて調整を行うことができる。
【００７１】
　さらなる例として、マイクロホンは、エミッタ（不図示）により放出される信号から生
じるオーディオをピックアップするために出力に配置されることが可能であり、歪の測定
およびＰｈａｓｅ＋Ｅｑ調整も適宜実行可能である。例えば、これは、一連のトーンをオ
ーディオ入力として使用し、かつ歪を、エミッタによるこれらのトーンの再生に基づいて
測定することにより達成することができる。幾つかの実施形態において、フィードバック
および調整は、オーディオシステムの動作中に調整を持続的に最適化すべくリアルタイム
で（例えば、常時）実行するように構成されることが可能である。例えば、オーディオ信
号にはフーリエ変換を適用することができ、かつそこから周波数成分を決定し、かつこれ
らの周波数成分を分析することによって歪を決定することができる。様々な実施形態にお
いて、Ｐｈａｓｅ＋ＥＱは、一連の有限インパルス応答（ＦＩＲ）フィルタ、無限インパ
ルス応答（ＩＩＲ）フィルタ、または例えばＤＳＰまたは他のデジタル技術を用いて実装
可能な他の何らかのデジタルフィルタとして実装されることが可能である。別の実施形態
において、Ｐｈａｓｅ＋ＥＱは、ＤＳＰ外部のアナログ回路によって実装される可能性も
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ある。
【００７２】
　調整された信号３３０（例えば、等化が適用された逆エラー関数）は、オーディオ入力
３２４と結合され、逆エラー関数とオーディオ信号との結合によりオーディオ信号が予め
調整されたオーディオ信号に変換される。逆エラー信号３２８が推定エラー信号３２６の
加法的逆元である実施形態では、この結合は、逆エラー信号３２８（例えば、Ｐｈａｓｅ
＋ＥＱモジュール３２９により調整されたもの）を元のオーディオ信号に加算して信号か
らノイズ推定値を効果的に減算することにより実行される。これは、加算モジュール３３
１によって達成することができる。したがって、出力信号は、オーディオ信号から推定エ
ラーを差し引いて、後述のような何らかのスケーリング（ｓｃａｌｉｎｇ、拡大縮小）を
行ったものである。実際のエラーが導入されるとしても、エラーのない（または、推定お
よびＰｈａｓｅ＋ＥＱ調整の品質に依存して僅かにエラーのある）元のオーディオ信号が
生じる。
【００７３】
　予め調整されたオーディオ信号は、予め訂正されたオーディオ信号と称することもでき
る。様々な実施形態において、エラー関数またはエラー信号は、再生されるオーディオに
導入されるエラー、この場合は相互変調エラー、の推定と考えることができる。したがっ
て、オーディオ信号をこの推定されたエラーの加法的逆元と結合することにより、実際の
エラー（この場合もやはり、相互変調歪）に曝されても、この実際のエラーをある程度効
果的に「打ち消す」予め調整された信号が生成される。本明細書の他の部分に記されてい
るように、エラーをさらに減らす、またはエラーをなくすためにも、複数の再帰を実行す
ることができる。これは、高調波歪にも同様に当てはまり、信号は、高調波歪に起因する
推定または予測されたエラーに対して予め調整される。
【００７４】
　幾つかの実施形態において、（例えば、効果的に減算された）合計出力は、スケーリン
グモジュール３３３へ提供される。スケーリングモジュールは、結合された信号３３２に
定数を乗算するように構成されることが可能である。これは、エラー訂正により出力が入
力を超過する可能性があるので、出力を既知の最大出力に調整するように構成されてもよ
い。また、スケーリングモジュールは、フルスケールの超過を回避しながら、出力信号を
調整すべくリアルタイムで反応するように構成されることも可能である。別の実施形態に
おいて、スケーリングモジュールは、出力を、入力信号の平均（例えば、ＲＭＳ）に一致
し、同時にフルスケールの超過を回避するように調整することができる。別の実施形態に
おいて、スケーリングモジュールは、出力を、定義により絶対にフルスケールを超過しな
い入力信号の最大値に一致するように調整することができる。別の実施形態において、ス
ケーリングモジュールは、より少量の入力にゲインを加えるが、フルスケールに近いコン
テンツには加えないダイナミックレンジのコンプレッサ（ｃｏｍｐｒｅｓｓｏｒ）として
作用することができる。
【００７５】
　マイクロホンが、入力される所定のテストトーンから望ましくない相互変調トーンを区
別するように設定された状態で、Ｐｈａｓｅ＋ＥＱ設定値は、Ｐｈａｓｅ＋ＥＱモジュー
ル３２９を用いて出力における望ましくないトーンを低減または最小限に抑えるように調
整されてもよい。これには、システムに存在するＤＣ成分を除去することが含まれ得る。
その結果、出力における歪を低減することができる。相互変調歪が最適に補償された後、
この関数の出力は、図９に示す高調波歪アルゴリズムへ供給されることが可能である。
【００７６】
　図９は、本明細書に記述する技術の一実施形態による、高調波歪エラー訂正の適用例を
示す図である。本例において、高調波エラー訂正モジュール３７０は、ＨＥｒｒｏｒモジ
ュール３７３（Ｈエラーモジュール）と、Ｐｈａｓｅ＋ＥＱモジュール３７５と、加算モ
ジュール３７７と、スケーリングモジュール３７９とを含む。高調波エラー訂正モジュー
ル３７０の出力は、直に変調器へと進んでエミッタへ出力されても、エラー訂正のさらな
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る回へと進んでもよい。
【００７７】
　高調波エラー訂正モジュール３７０は、超音波オーディオシステムを用いて再生される
べきオーディオコンテンツを表すオーディオ信号を受信する。受信されるオーディオ入力
信号は、超音波オーディオシステム上で再生されるべきオーディオコンテンツを表すアナ
ログ信号であってもよい。例えばＤＳＰを用いるデジタル実装では、受信されるオーディ
オ入力信号はデジタル信号であってもよく、またはデジタル処理のために（例えば、アナ
ログ－デジタル変換器を用いて）変換されてもよい。
【００７８】
　ＨＥｒｒｏｒモジュール３７３は、オーディオシステムにより導入される高調波歪エラ
ー３７４の推定値を生成すべくＨａｒｍｏｎｉｃＥｒｒｏｒ（ｘ）関数、Ｈ（ｘ）２－ｘ
２、を適用するように構成されることが可能である。Ｐｈａｓｅ＋ＥＱモジュール３７５
は、エミッタ応答またはフィルタ応答用に調整するために、位相シフトまたは振幅調整、
またはその双方を周波数の関数として適用するように構成されることが可能である。また
、Ｐｈａｓｅ＋ＥＱモジュール３７５は、ＤＣブロッキングフィルタとしても機能するこ
とができる。調整は、図示されているように、（高調波歪エラー訂正が適用された後の）
訂正された信号へ適用されてもよい。これは、線形フィルタ、および係数表（例えば、Ｄ
ＳＰにおけるもの等）の調整により行われる適用を用いて適用することができる。係数は
、得られた結果に基づいて調整することができる。例えば、歪の測定値をとることができ
、かつ得られた結果に基づいて調整を行うことができる。さらなる例として、マイクロホ
ンは、エミッタ（不図示）により放出される信号から生じるオーディオをピックアップす
るために出力に配置されることが可能であり、歪の測定およびＰｈａｓｅ＋Ｅｑ調整も適
宜実行可能である。例えば、これは、一連のトーンをオーディオ入力として使用し、かつ
歪を、エミッタによるこれらのトーンの再生に基づいて測定することにより達成すること
ができる。幾つかの実施形態において、フィードバックおよび調整は、オーディオシステ
ムの動作中に調整を持続的に最適化すべくリアルタイムで（例えば、常時）実行するよう
に構成されることが可能である。例えば、オーディオ信号にはフーリエ変換を適用するこ
とができ、かつそこから周波数成分を決定し、かつこれらの周波数成分を分析することに
よって歪を決定することができる。
【００７９】
　調整された信号３７６は、加算モジュール３７７においてオーディオ入力３７２と合計
される。合計された出力は、スケーリングモジュール３７９へ供給される。スケーリング
モジュールは、結合された信号３７８に定数を乗算するように構成されることが可能であ
る。これは、エラー訂正により出力が入力を超過する可能性があるので、出力を既知の最
大出力に調整するように構成されてもよい。また、スケーリングモジュールは、フルスケ
ールの超過を回避しながら、出力信号を調整すべくリアルタイムで反応するように構成さ
れることも可能である。別の実施形態において、スケーリングモジュールは、出力を、入
力信号の平均（例えば、ＲＭＳ）に一致し、同時にフルスケールの超過を回避するように
調整することができる。別の実施形態において、スケーリングモジュールは、出力を、定
義により絶対にフルスケールを超過しない入力信号の最大値に一致するように調整するこ
とができる。別の実施形態において、スケーリングモジュールは、より少量の入力にゲイ
ンを加えるが、フルスケールに近いコンテンツには加えないダイナミックレンジのコンプ
レッサとして作用することができる。
【００８０】
　この場合も、この段階のＰｈａｓｅ＋ＥＱは、望ましくないトーンを低減または最小限
に抑えるために、マイクロホンからのデータを用いて調整されることが可能である。この
ブロックは、相互変調エラー訂正における同等のステップとは異なってもよい。相互変調
歪は、主として空気により生成されるが、高調波歪は、主として電気コンポーネントおよ
びエミッタ内で発生される。その結果、これらの２つの訂正に最適なパフォーマンスに必
要なＰｈａｓｅ＋ＥＱは、実質的に異なる可能性がある。例えば、高調波歪を訂正するた
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めに必要な訂正の規模は、相互変調歪を訂正するために必要な訂正の規模より遙かに小さ
い場合もある。別の例において、増幅器内のアナログフィルタの位相は、この段階で訂正
されてもよいが、相互変調の訂正においては、必ずしもこの段階でなくてもよい。
【００８１】
　先に述べたように、実施形態によっては、高調波歪および相互変調歪の双方の訂正が適
用されてもよい。訂正は、エラー訂正アルゴリズムの追加アプリケーションを再帰的に追
加することによって、さらに改善されてもよい。ＩｔｅｒｍｏｄＥｒｒｏｒ（ｘ）または
ＨａｒｍｏｎｉｃＥｒｒｏｒ（ｘ）の適用は、信号をアクティブに追加することから、こ
れにより、少量の歪自体を追加する可能性がある。この歪は、アルゴリズムの２回目の適
用によって低減される。典型的には、追加される歪は、エラー訂正の再帰的適用毎に次第
に少なくなる。
【００８２】
　図１０は、本明細書に記述する技術の一実施形態による、複数回のエラー訂正を再帰的
に適用する例を示す図である。複数回の適用は、最適な出力の達成を促進することができ
る。各回は、すべてが経験的な測定値によって順次設定され得る異なる値のＰｈａｓｅ＋
ＥＱおよびＳｃａｌｉｎｇを有してもよい。
【００８３】
　相互変調歪および高調波歪のエラー訂正モジュールは、共に、選定された任意の数で用
いられてもよい。幾つかの実施形態において、回数数は、計算機能力によってのみ制限さ
れる。本例においては、まず相互変調エラーが訂正され（相互変調エラー訂正モジュール
３２２）、高調波歪エラー訂正（高調波エラー訂正モジュール３７０）がこれに続く。別
の実施形態では、高調波歪エラー訂正がまず行われ、相互変調歪エラー訂正がこれに続く
可能性もある。また、これらは、例えば、相互変調エラー訂正の１つまたは複数の適用お
よびこれに続く高調波歪エラー訂正の１つまたは複数の適用を適用し、続いて相互変調エ
ラー訂正の第２の適用を適用する、等々によってインタリーブされてもよい（または、反
対の順序でインタリーブされてもよい）。様々な実施形態において、各エラー訂正モジュ
ール３２２、３７０は、例えば、各々図８および図９に示すモジュールを用いて実装され
ることが可能である。
【００８４】
　図１１は、本明細書に記述する技術の一実施形態による、基本的な相互変調エラー訂正
のブロック例を示す図である。本例において、相互変調エラー訂正モジュール７２０は、
先に図８に示した相互変調エラー訂正モジュール３２２と同様に動作するが、２つのＰｈ
ａｓｅ＋ＥＱモジュール７２５、７３１を有するものとして示されている。本例において
、Ｐｈａｓｅ＋ＥＱモジュール７２５、７３１は、周波数依存振幅および／または位相変
更の適用を表している。これらは、例えば、図８を参照して先に論じたように実装される
ことが可能である。Ｐｈａｓｅ＋ＥＱモジュール７２５、７３１のいずれか、または双方
は、必要でない場合、効果が生じない（信号を修正なしで通過させる）ように調整される
ことが可能である。これは、例えば、計算コストを節約するために行われてもよい。
【００８５】
　ＩＭＥｒｒｏｒモジュール７２７は、図８を参照して先に述べたように適用することが
可能な相互変調エラー関数を適用する。やはり図８を参照して先に述べたように、反転モ
ジュール７２９は、推定されたエラー信号の加法的逆元を提供するように実装されること
が可能であり、かつ加算モジュールは、オーディオ信号からの反転された信号を加算する
（例えば、推定されたエラー信号を減算する）ために提供されることが可能である。
【００８６】
　スケールモジュール７３５は、エラー訂正の結果としてのオーバスケール出力を訂正す
るために適用されることが可能な乗法定数を表す。また、スケールモジュール７３５は、
図８を参照して先に述べたように実装される場合もある。
【００８７】
　図１２は、本明細書に記述する技術の一実施形態による、基本的な高調波歪エラー訂正
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のブロック例を示す図である。本例において、高調波エラー訂正モジュール７７０は、先
に図９に示した高調波エラー訂正モジュール３７０と同様に動作するが、２つのＰｈａｓ
ｅ＋ＥＱモジュール７７１、７７５を有するものとして示されている。Ｐｈａｓｅ＋ＥＱ
モジュール７７１、７７５は、周波数依存振幅および／または位相変更の適用を表してい
る。これらは、例えば、図９を参照して先に論じたように実装されることが可能である。
Ｐｈａｓｅ＋ＥＱモジュール７７１、７７５のいずれか、または双方は、必要でない場合
、効果が生じない（信号を修正なしで通過させる）ように調整されることが可能である。
これは、例えば、計算コストを節約するために行われてもよい。
【００８８】
　高調波歪エラーモジュール７７３は、図９を参照して先に述べたように適用することが
可能な高調波歪エラー関数を適用する。スケーリングモジュール７７９は、エラー訂正の
結果としてのオーバスケール出力を訂正するために適用されることが可能な乗法定数を表
す。スケーリングモジュール７７９は、信号に定数を乗算するように構成されることが可
能である。これは、エラー訂正により出力が入力を超過する可能性があるので、出力を既
知の最大出力に調整するように構成されてもよい。また、スケーリングモジュールは、フ
ルスケールの超過を回避しながら、出力信号を調整すべくリアルタイムで反応するように
構成されることも可能である。別の実施形態において、スケーリングモジュールは、出力
を、入力信号の平均（ＲＭＳ）に一致し、同時にフルスケールの超過を回避するように調
整することができる。別の実施形態において、スケーリングモジュールは、出力を、定義
により絶対にフルスケールを超過しない入力信号の最大値に一致するように調整すること
ができる。別の実施形態において、スケーリングモジュールは、より少量の入力にゲイン
を加えるが、フルスケールに近いコンテンツには加えないダイナミックレンジのコンプレ
ッサとして作用することができる。
【００８９】
　図８および図９を参照して先に述べた実施形態の場合と同様に、かつ図１０に示すよう
な実施形態と同様に、図１１および図１２に示すフィルタは、歪をさらに低減するために
連続して再帰的に適用されることが可能である。図１３は、本明細書に記述する技術の一
実施形態による、相互変調エラー訂正および高調波エラー訂正の再帰的な適用例を示す図
である。このアプリケーションでは、まず相互変調訂正がＮ回適用され、続いて高調波訂
正がＮ回適用される。各訂正の適用回数は、同じである必要はなく、順序も図１３に示さ
れているような順序に従う必要はない。言い換えれば、まずは、高調波歪エラー訂正を適
用し、続いて相互変調エラー訂正を適用することができる。また、これらは、相互変調エ
ラー訂正の１つまたは複数の適用およびこれに続く高調波歪エラー訂正の１つまたは複数
の適用、続く相互変調エラー訂正の第２の適用、等々によってインタリーブされてもよい
。この、および他の再帰的実施形態において、各回は、すべてが経験的な測定値によって
順次設定され得る異なる値のＰｈａｓｅ＋ＥＱおよびＳｃａｌｉｎｇを有してもよい。
【００９０】
　図１４、図１５および図１６は、本明細書に開示する技術の一実施形態による、相互変
調エラー訂正の例を示す図である。具体的には、これらの例は、訂正プロセスへの元のオ
ーディオの入力に当てはまる。
【００９１】
　図１４は、本明細書に記述する技術の一実施形態による、再帰プロセスへの入力として
元のオーディオ入力を利用する相互変調歪訂正モジュール７２２の例を示す図である。こ
れが再帰における第１のブロックであれば、「オーディオ入力」と「元のオーディオ入力
」は、同じ信号である。後続の再帰の場合、「オーディオ入力」は、先行する相互変調エ
ラー訂正ブロックの出力７３７を表す。他のブロックは、図１１を参照して先に述べたよ
うに、同一または類似のモジュール７２５、７２７、７２９、７３１、７３３、７３５を
用いて、様々な実施形態において実装されることが可能である。
【００９２】
　図１５は、本明細書に記述する技術の一実施形態による、再帰プロセスへの入力として
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元のオーディオ入力を利用する高調波歪エラー訂正モジュール７７２の例を示す図である
。
【００９３】
　これが再帰における第１のブロックであれば、「オーディオ入力」と「元のオーディオ
入力」は、同じ信号である。後続の再帰の場合、「オーディオ入力」は、先行する相互変
調エラー訂正ブロックの出力７８０を表す。他のブロックは、図１２を参照して先に述べ
たように、同じモジュール７７１、７７３、７７５、７７７および７７９を用いて、様々
な実施形態において実装されることが可能である。
【００９４】
　図１６は、本明細書に記述する技術の一実施形態による、元のオーディオ入力を用いる
再帰的処理の例を示す図である。高調波エラー訂正の「元のオーディオ入力」７９０は、
純然たる元のオーディオ入力７１８ではなく、高調波再帰連鎖の開始に対する入力７９０
であることに留意されたい。先の再帰的エラー訂正の実施形態の場合と同様に、相互変調
および高調波エラー訂正の適用順序は、第２の訂正スキームへの入力がその訂正スキーム
の「元のオーディオ入力」として機能する状態で逆転されることが可能である。これらの
訂正をインタリーブすることも実装可能であるが、これはペア（例えば、１対の相互変調
エラー訂正モジュール７２２に続く１対の高調波エラー訂正モジュール７７２、等々、ま
たはその逆）で実装されるべきであり、他の点では、図１５と大きな違いはない。この場
合も、この、および他の再帰的実施形態において、各回は、すべてが経験的な測定値によ
って順次設定され得る異なる値のＰｈａｓｅ＋ＥＱおよびＳｃａｌｉｎｇを有してもよい
。
【００９５】
　次に、フィードフォワードエラーを伴う別の実施形態例について説明する。これは、高
調波歪エラー訂正に関する先行文書において詳述されている。図１７、図１８および図１
９には、高調波および相互変調エラー訂正の双方の例を示すフィードフォワードブロック
図が示されている。
【００９６】
　図１７は、本明細書に記述する技術の一実施形態による、フィードフォワード処理を用
いる相互変調エラー訂正の例を示す図である。図１７に見られるように、この例は、２つ
のＰｈａｓｅ＋ＥＱモジュール８４１、８５３と、ＩＭエラー訂正モジュール８４３と、
２つの加算モジュール８４５、８４７と、２つの反転モジュール８４９、８５１と、スケ
ーリングモジュール８５４とを含む。反転モジュール８４９、８５１は、これらの個々の
入力信号の加法的逆元を生成する（例えば、＊－１の演算を実行する）ように実装される
ことが可能である。Ｐｈａｓｅ＋ＥＱモジュール８４１、８５３、ＩＭエラー訂正モジュ
ール８４３、加算モジュール８４７、反転モジュール８５１およびスケーリングモジュー
ル８５４は、図１４における対応するブロックに関して先に述べたものと同じ特徴および
機能を用いて実装されることが可能である。
【００９７】
　フィードフォワードを用いる本例において、先行サイクルからの相互変調エラーがもし
あれば、これは、反転モジュール８４９に供給され、その逆数が加算モジュール８４５に
よってＩＭエラー訂正モジュール８４３の出力と結合（例えば、加法的逆元がこれと合計
）される。現行サイクルが再帰における第１のサイクルであれば、ＩＭエラー訂正モジュ
ール８４３の出力に０（即ち、何もない）が加算される。加算モジュール８４５からの予
め歪められた出力は、現行サイクルが最後のサイクルでない限り、再帰における次のサイ
クルで利用可能にされる。
【００９８】
　図１８は、本明細書に開示する技術の一実施形態による、フィードフォワード処理を用
いる高調波歪エラー訂正モジュール８７０の例を示す図である。具体的には、この例は、
複数回の高調波歪エラー訂正を用いる実施形態において、エラー訂正を改善するために、
先行する計算からの情報を現行の計算に使用可能であることを示している。本例は、先に
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図１７において示したものに類似しているが、相互変調エラー訂正ではなく高調波歪エラ
ー訂正を示している。本例は、２つのＰｈａｓｅ＋ＥＱモジュール８７１、８８１と、高
調波歪エラー推定モジュール８７３と、２つの加算モジュール８７５、８７７と、位相反
転モジュール８７９と、スケーリングモジュール８８４とを含む。２つのＰｈａｓｅ＋Ｅ
Ｑモジュール８７１、８８１があるが、高調波歪エラー訂正モジュール８７０は、１つの
Ｐｈａｓｅ＋ＥＱモジュールで実装されてもよい。例えば、Ｐｈａｓｅ＋ＥＱモジュール
８７１または８８１のいずれかは、省略されても、信号に合わせた調整をしないように構
成されてもよい。Ｐｈａｓｅ＋ＥＱモジュール８７１、８８１、ＨＥｒｒｏｒ推定モジュ
ール８７３、加算モジュール８８３およびスケーリングモジュール８８４は、図１５にお
ける対応するモジュールに関して先に述べたものと同じ特徴および機能を用いて実装され
ることが可能である。
【００９９】
　図１８におけるような高調波歪エラー訂正の場合、先行するサイクルからの高調波歪エ
ラー信号がもしあれば、これは、位相反転モジュール８７９へ供給される。先行サイクル
からのそのエラー信号の逆数（例えば、加法的逆元）は、加算モジュール８７５によって
高調波歪エラー推定モジュール８７３の出力と合計される。現行サイクルが再帰における
第１のサイクルであれば、このステップにおいて合計されるものはない。加算モジュール
８７５からの予め歪められた出力は、現行サイクルが最後のサイクルでない限り、再帰に
おける次のサイクルで利用可能にされる。
【０１００】
　図１９は、本明細書に開示するシステムおよび方法の別の実施形態による、フィードフ
ォワード式再帰処理の例を示す図である。この例は、相互変調エラー訂正および高調波歪
エラー訂正の双方の複数回のフィードフォワードエラー訂正を示している。またこれは、
所定の回からのエラー信号（フィードフォワードエラー信号）が前送りされ、かつ次回の
訂正において使用されることが可能な例を示す。
【０１０１】
　先に論じた再帰的処理の様々な実施形態の場合と同様に、エラー訂正の順序は、逆にさ
れることが可能である。同様に、各回は、すべてが経験的な測定値によって順次設定され
得る異なる値のＰｈａｓｅ＋ＥＱおよびＳｃａｌｉｎｇを有してもよい。また、本例では
、異なるタイプに対する訂正がインタリーブされてもよいが、このようなインタリーブは
、フィードフォワードエラー信号が同じタイプのエラー訂正によるものでなければならな
いので、ペアで行われるべきである。最後に、異なるタイプのエラー訂正の間で非フィー
ドフォワード処理とフィードフォワード処理とを混在させることができる。これは、例え
ば相互変調訂正に対しては、非フィードフォワード処理を使用し、かつこれに続いて高調
波エラー訂正にフィードフォワード処理を用いること、またはその逆の可能性もあること
を意味する。このようなハイブリッド手法を実装するための選択は、例えば、使用される
エミッタのタイプおよびプロセスに利用可能な処理能力の量に依存してもよい。
【０１０２】
　先に述べた実施形態では、アナログまたはデジタル形式の様々なオーディオ入力信号（
または、処理されたオーディオ入力信号）を受信するために、受信回路を含むことができ
る。受信されるオーディオ入力信号は、超音波オーディオシステム上で再生されるべきオ
ーディオコンテンツを表すアナログ信号であってもよく、多段実施形態の後続ステージで
は、先行ステージにより処理されるような前処理されたオーディオ信号であってもよい。
例えばＤＳＰを用いるデジタル実装では、受信されるオーディオ入力信号はデジタル信号
であってもよく、またはデジタル処理のために（例えば、アナログ－デジタル変換器を用
いて）変換されてもよい。したがって、受信機は、例えば、入力ライン、（例えば、オペ
アンプまたは他の信号受信機を形成する）回路、または幾つかの従来から利用可能な、ま
たは従来的に使用されているオーディオ入力受信機のうちのいずれをも含むことができる
。ＤＳＰまたは他の同様のデジタルアプリケーションの場合、受信されたオーディオ入力
は、訂正モジュールにおいて受信される前または受信された後に、デジタル処理用にデジ
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タル化されることが可能である。
【０１０３】
　図２を参照して述べた、等化、圧縮およびフィルタリング等の処理動作のうちの１つま
たは複数は、元のオーディオ入力信号が訂正モジュールによって受信される前に行われて
も、１つまたは複数の訂正段階が適用された後に適用されてもよい。先に述べた様々な実
施形態において、エラー訂正は、超音波キャリア上への変調前にオーディオ信号へ適用さ
れるものとして記述されているが、本明細書に記述するシステムおよび方法の実施形態は
、エラー訂正がオーディオ信号の超音波キャリア上への変調の前または後のどちらでも実
行されるように実装されてもよい。
【０１０４】
　本明細書で使用しているモジュールという用語は、本明細書に開示する技術の１つまた
は複数の実施形態に従って実行され得る所定の機能ユニットを指す場合もある。本明細書
で使用している、ＩＭＥｒｒｏｒモジュール、ＨＥｒｒｏｒモジュール、加算モジュール
、位相反転器、スケーリングモジュール、等を含むモジュールは、任意の形式のハードウ
ェア、ソフトウェアまたはこれらの組合せを利用して実装されることが可能である。例え
ば、１つまたは複数のプロセッサ、コントローラ、ＡＳＩＣ、ＰＬＡ、ＰＡＬ、ＣＰＬＤ
、ＦＰＧＡ、論理コンポーネント、ソフトウェアルーチンまたは他のメカニズムが、モジ
ュールを構成するために実装される場合もある。例えば、デジタル式実施形態では、１つ
または複数のＤＳＰおよび関連コンポーネント（例えば、メモリ、Ｉ／Ｏ　ＡＤＣ、ＤＡ
Ｃ、等）を用いて様々な実施形態を実装することができる。エラー訂正において使用され
る、加算モジュール（例えば、コンバイナ）および位相反転器、スケーラおよび位相およ
び等化モジュール等の様々なコンポーネントは、当業者には周知であり、従来技術を用い
て実装されてもよい。
【０１０５】
　実装において、本明細書に記述する様々なモジュールは、離散モジュールとして実装さ
れる場合もあり、または、記述している機能および特徴は、１つまたは複数のモジュール
間で部分的に、または全体的に共有されることが可能である。言い換えれば、本明細書を
読めば当業者には明らかとなるように、本明細書に記述している様々な特徴および機能は
、任意のあらゆる所定のアプリケーションにおいて実装されてもよく、かつ１つまたは複
数の、別々のまたは共有されるモジュールにおいて様々な組合せおよび順列で実装される
ことが可能である。様々な特徴または機能エレメントが個々に別々のモジュールとして記
述またはクレームされ得る場合でも、当業者には、これらの特徴および機能を１つまたは
複数の共通のソフトウェアおよびハードウェアエレメント間で共有できること、かつこの
ような記述が、別々のハードウェアまたはソフトウェアコンポーネントがこのような特徴
または機能を実装するために使用されることを必要とする、または暗示するものではない
ことが理解されるであろう。別段の指摘のない限り、モジュールと他のモジュールまたは
他のコンポーネントとの通信可能結合は、直接的または間接的な結合を指すことがある。
言い換えれば、信号またはデータがモジュールと他のコンポーネントとの間で通り抜ける
中間コンポーネントが存在し得る場合でも、モジュールは、別のコンポーネントへ通信可
能に結合されてもよい。
【０１０６】
　この技術のコンポーネントまたはモジュールが全体的または部分的にソフトウェアを用
いて実装される場合、ある実施形態において、これらのソフトウェア要素は、関連して記
述されている機能を実行することができるコンピューティングまたは処理モジュールを用
いて動作するように実装されることが可能である。このような例示的なコンピューティン
グモジュールの１つを、図２０に示す。以下、この例示的なコンピューティングモジュー
ル９００に関して様々な実施形態について説明する。この説明を読めば、当業者には、他
のコンピューティングモジュールまたはアーキテクチャを用いてこの技術を実装する方法
が明らかとなるであろう。
【０１０７】
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　次に、図２０を参照すると、コンピューティングモジュール９００は、例えば、デスク
トップ、ラップトップおよびノートブックコンピュータにおいて見出される計算または処
理能力、即ち、手持ち式コンピューティングデバイス（ＰＤＡ、スマートフォン、携帯電
話、パームトップ、他）、メインフレーム、スーパーコンピュータ、ワークステーション
またはサーバ、または所定のアプリケーションまたは環境にとって望ましい、または適切
であり得る他の任意タイプの専用または汎用コンピューティングデバイスを表してもよい
。また、コンピューティングモジュール９００は、所定のデバイス内に埋め込まれるか、
そうでなければ所定のデバイスが利用できる計算能力を表す場合もある。例えば、コンピ
ューティングモジュールは、例えばデジタルカメラ、ナビゲーションシステム、携帯電話
、携帯型コンピューティングデバイス、モデム、ルータ、ＷＡＰ、端末、および何らかの
形式の処理能力を含む場合もある他の電子デバイス等の他の電子デバイスにおいて見出さ
れる場合もある。
【０１０８】
　コンピューティングモジュール９００は、例えば、プロセッサ９０４等の１つまたは複
数のプロセッサ、コントローラ、制御モジュールまたは他の処理デバイスを含む場合もあ
る。プロセッサ９０４は、例えばマイクロプロセッサ、コントローラ、デジタル信号プロ
セッサまたは他の制御論理回路等の汎用または専用処理エンジンを用いて実装される場合
もある。図示されている例では、プロセッサ９０４がバス９０２に接続されているが、コ
ンピューティングモジュール９００の他のコンポーネントとの相互作用を促進する、また
は外部と通信するためのあらゆる通信媒体の使用が可能である。
【０１０９】
　また、コンピューティングモジュール９００は、本明細書では単にメインメモリ９０８
と称する１つまたは複数のメモリモジュールを含む場合もある。例えば、好ましくは、ラ
ンダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）または他のダイナミックメモリが、情報およびプロセッ
サ９０４により実行されるべき命令を記憶するために使用される場合もある。また、メイ
ンメモリ９０８は、プロセッサ９０４によって実行されるべき命令の実行中に、一時変数
または他の中間情報を記憶するために使用される場合もある。コンピューティングモジュ
ール９００は、同様に、プロセッサ９０４の静的情報および命令を記憶するための、バス
９０２に連結された読出し専用メモリ（「ＲＯＭ」）または他の静的記憶装置を含む場合
もある。
【０１１０】
　また、コンピューティングモジュール９００は、例えば媒体ドライブ９１２および記憶
ユニットインタフェース９２０を含む場合もある１つまたは複数の様々な形式の情報記憶
機構９１０を含む場合もある。媒体ドライブ９１２は、固定式または取り外し可能な記憶
媒体９１４をサポートするためのドライブまたは他の機構を含む場合もある。例えば、ハ
ードディスクドライブ、フロッピーディスクドライブ、磁気テープドライブ、光ディスク
ドライブ、ＣＤまたはＤＶＤドライブ（ＲまたはＲＷ）または他の取り外し可能な、また
は固定式の媒体ドライブが提供される場合もある。したがって、記憶媒体９１４には、例
えばハードディスク、フロッピーディスク、磁気テープ、カートリッジ、光ディスク、Ｃ
ＤまたはＤＶＤ、または媒体ドライブ９１２によって読み取られ、書き込まれ、またはア
クセスされる他の固定式または取り外し可能な媒体が含まれる場合もある。これらの例が
示すように、記憶媒体９１４は、コンピュータソフトウェアまたはデータを記憶している
コンピュータ使用可能記憶媒体を含んでもよい。
【０１１１】
　代替実施形態において、情報記憶機構９１０は、コンピュータプログラムまたは他の命
令またはデータをコンピューティングモジュール９００にロードできるようにするための
他の類似手段を含む場合もある。このような手段は、例えば、固定式または取り外し可能
な記憶ユニット９２２およびインタフェース９２０を含む場合もある。このような記憶ユ
ニット９２２およびインタフェース９２０の例には、プログラムカートリッジおよびカー
トリッジインタフェース、取り外し可能メモリ（例えば、フラッシュメモリまたは他の取
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り外し可能なメモリモジュール）およびメモリスロット、ＰＣＭＣＩＡスロットおよびカ
ード、および他の固定式または取り外し可能な記憶ユニット９２２、およびソフトウェア
およびデータを記憶ユニット９２２からコンピューティングモジュール９００へ転送でき
るようにするインタフェース９２０、が含まれてもよい。
【０１１２】
　また、コンピューティングモジュール９００は、通信インタフェース９２４を含む場合
もある。通信インタフェース９２４は、ソフトウェアおよびデータをコンピューティング
モジュール９００と外部デバイスとの間で転送できるようにするために使用される場合も
ある。通信インタフェース９２４の例には、モデムまたはソフトモデム、ネットワークイ
ンタフェース（イーサネット（登録商標）、ネットワークインタフェースカード、ＷｉＭ
ｅｄｉａ、ＩＥＥＥ８０２．ＸＸまたは他のインタフェース等）、通信ポート（例えば、
ＵＳＢポート、ＩＲポート、ＲＳ２３２ポートＢｌｕｅｔｏｏｔｈ（登録商標）インタフ
ェースまたは他のポート）、または他の通信インタフェースが含まれる場合もある。通信
インタフェース９２４を介して転送されるソフトウェアおよびデータは、典型的には、電
子的、電磁的（光学的を含む）または所定の通信インタフェース９２４によって交換され
ることが可能な他の信号であり得る信号上で伝送される場合もある。これらの信号は、チ
ャネル９２８を介して通信インタフェース９２４へ供給される場合もある。このチャネル
９２８は、信号を伝送する場合もあり、かつ有線または無線式の通信媒体を用いて実装さ
れる場合もある。チャネルとしての幾つかの例には、電話回線、セルラリンク、ＲＦリン
ク、光リンク、ネットワークインタフェース、ローカルまたはワイドエリアネットワーク
、および他の有線または無線式通信チャネルが含まれる場合もある。
【０１１３】
　本明細書における「コンピュータプログラム媒体」および「コンピュータ使用可能媒体
」という用語は、概して、例えばメモリ９０８、記憶ユニット９２２、媒体９１４および
チャネル９２８等の媒体を指して使用される。これらの形式および他の様々な形式のコン
ピュータプログラム媒体またはコンピュータ使用可能媒体は、１つまたは複数の命令の１
つまたは複数のシーケンスを実行用処理デバイスへ伝送することに関与されてもよい。媒
体上に具現されるこのような命令は、概して、（コンピュータプログラム形式または他の
グルーピング形式でグループ化され得る）「コンピュータプログラムコード」または「コ
ンピュータプログラムプロダクト」と称される。実行されると、このような命令は、コン
ピューティングモジュール９００が本明細書で論じているような開示技術の特徴または機
能を実行することを可能にする場合もある。
【０１１４】
　以上、開示技術の様々な実施形態について説明したが、それが、限定ではなく、単に例
示を目的として提示されたものであることは、理解されるべきである。同様に、様々な図
は、開示技術のアーキテクチャ的または他の構成を例として描いたものであり、開示技術
に含まれ得る特徴および機能の理解を助けるためのものである。開示した技術は、示され
たアーキテクチャまたは構成の例に限定されるものではなく、所望される特徴は、様々な
代替的アーキテクチャおよび構成を用いて実装されることが可能である。実際に、当業者
には、本明細書に開示された技術の所望される特徴を実装するために、如何にして代替の
機能的、論理的または物理的なパーティショニングおよび構成を実装できるかが明らかと
なるであろう。また、本明細書に示したもの以外の多くの異なる構成モジュール名も、様
々なパーティションに適用することができる。さらに、フロー図、動作説明および方法ク
レームに関して、本明細書に提示されているステップの順序は、コンテキストによる別段
の指摘のない限り、記載された機能を実行するために様々な実施形態が同じ順序で実装さ
れることを求めるものではない。
【０１１５】
　開示した技術の上述の説明は、様々な例示的実施形態および実装に関連して行っている
が、１つまたは複数の個々の実施形態において説明した様々な特徴、態様および機能の適
用性が、説明されている具体的な実施形態に限定されるものではなく、むしろ、そうした
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いる実施形態の一部として提示されているか否かに関わらず、開示された技術の他の実施
形態のうちの１つまたは複数に、単独または様々な組合せで適用され得ることは、理解さ
れるべきである。したがって、本明細書に開示した技術の広さおよび範囲は、これまでに
述べた如何なる例示的実施形態によっても限定されるべきではない。
【０１１６】
　本明細書において使用されている用語および言い回し、およびその変形は、別段の明示
的指摘のない限り、限定ではなく、制限のないものと解釈されるべきである。前述の例と
して、「を含む」という用語は、「を限定なしに含む」またはこれに類似する意味に読み
取られるべきであり、「例」という用語は、論じているアイテムの例を、その網羅的また
は限定的リストとしてではなく例示的に提供するために使用され、不定冠詞としての「ａ
」または「ａｎ」は、「少なくとも１つの」、「１つまたは複数の」またはこれに類似す
る意味に読み取られるべきべきであり、かつ「従来の」、「伝統的な」、「通常の」、「
標準的な」、「既知の」および類似の意味を持つ用語等の形容詞は、記述されるアイテム
を所定の時間期間または所定の時点で利用可能であるアイテムに限定するものと解釈され
るべきではなく、むしろ現在または将来における任意の時点で利用可能であり得る、また
は既知であり得る従来の技術、伝統的な技術、通常の技術または標準的な技術を包含する
ように読み取られるべきである。同様に、本明細書が当業者には明らかである、または知
られていると思われる技術に言及する場合、このような技術は、現在または将来における
任意の時点で熟練者に明らかであるか知られているはずの技術を包含する。
【０１１７】
　一部の例における、「１つまたは複数の」、「少なくとも」、「但しこれに限定されな
い」等の広がりのある語または言い回しの存在は、このような広がりのある言い回しが存
在しない例ではより狭い事例が意図または要求されるという意味に読み取られないものと
する。「モジュール」という用語の使用は、モジュールの一部として記述またはクレーム
されるコンポーネントまたは機能がすべて共通パッケージ内に構成されることを含意しな
い。実際に、あるモジュールの様々なコンポーネントのうちのいずれか、またはすべては
、制御論理回路であるか他のコンポーネントであるかに関わらず、単一のパッケージに組
み合わされても、別々に保全されてもよく、かつさらには、複数のグルーピングまたはパ
ッケージ内に、または複数のロケーションにわたって分散されてもよい。
【０１１８】
　さらに、本明細書に記載の様々な実施形態は、例示的なブロック図、フローチャートお
よび他の図解に関連して記述されている。本明細書を読めば当業者には明らかとなるよう
に、例示された実施形態およびその様々な代替物は、例示された実施例に限定されること
なく実装が可能である。例えば、ブロック図およびそれに付随する説明は、特定のアーキ
テクチャまたは構成を求めるものとして解釈されるべきではない。
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